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１ 趣旨 

  三好市は池田町州津滝端 1262 番地 9 に造成した土地を売却します。 

  令和 2 年に香川県三豊市と本市を結ぶ猪ノ鼻道路が開通し、交通アクセスが向上しました。

この効果を地域経済の発展や雇用創出、市民サービスの向上につなげるため、公募型プロポー

ザル方式により民間事業者から提案された活用計画を多角的な観点から総合的に評価し、売却

事業者を選定します。 

 

２ 売却の概要 

（１）売却物件 

所 在 地 地 目 地 積 売却最低価格 

三好市池田町州津滝端 

1262 番地 9 
雑種地 

9,025.11 ㎡ 

内 有効面積  7,261.72 ㎡ 

内 地役権面積  725.38 ㎡ 

内 法面面積  1,038.01 ㎡ 

78,520,000 円 

1 ㎡あたり 8,700 円 

※詳細は、12 物件説明書を参照 

※本物件には、地役権が設定されている部分や、法面等により通常の平坦地に⽐べて利用価

値が相対的に低い部分が含まれています。 

（２）提案方法 

参加者は、本物件の「⼀括取得」⼜は「分割取得」のいずれかを提案することができま

す。分割取得を希望する場合、参加者は⾃らの責任において取得希望範囲を図面等で明⽰

し、希望区画の面積及び当該区画の取得総額を提案してください。ただし、以下の条件を全

て満たすものとします。 

① 取得面積は実質利用可能な有効面積部分で 2,500 ㎡以上とすること。 

② 分割は本物件全体で２分割までとし、今回の公募により残地を残さず売却するため、有

効面積に近接する地役権面積及び法面面積を併せて取得すること。 

③ 分割取得に際し必要となる土地の測量費、分筆登記費用その他⼀切の関連費用は、購入

者の負担とすること。 

   なお、分割取得による残地の形状や利用可能性等を本市が審査した結果、市有地の有効活

用の観点から参加者の分割取得案を調整させていただく場合があります。 

（３）スケジュール 

項 目 日 程 

参加募集の公告（実施要領の配布開始） 令和 8 年 6 月 25 日（木） 

現地説明 令和 8 年 7 月 6 日（月） 

質問書の受付 令和 8 年 6 月 26 日（金）～7 月 13 日（月） 

質問書に対する回答 令和 8 年 7 月 17 日（金）まで 

参加申込書の提出 令和 8 年 6 月 26 日（金）～7 月 24 日（金） 

参加申込結果の通知 令和 8 年 7 月 31 日（金）まで 

企画提案書の提出 令和 8 年 8 月 3 日（月）～8 月 17 日（月） 

評価結果通知（売却候補者の特定） 令和 8 年 8 月下旬 

土地売買契約締結 令和 8 年 9 月下旬 

売買代金の支払い 土地売買契約（本契約）締結から 30 日以内 
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   なお、売却面積が 5,000 ㎡以上の場合は市議会の議決を要するため、9 月下旬に「仮契

約」を締結した上で、令和 8 年 12 月の市議会議決後に本契約の締結となる予定です。 

 

３ 参加者の資格 

  参加資格は、法人⼜は複数の法人により構成される共同事業者（ただし、１つの法人が重複

して申し込むことはできない。）とする。なお、共同事業者により申し込む場合は、全ての構

成員が要件を満たさなければならない。また、参加申込書提出後に共同事業者の構成員を変更

することはできない。 

（１）欠格事項 

① 地方⾃治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の 4 の規定に該当する者 

② 地方⾃治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 244 条の 2 第 11 項の規定により地方公共団体か

ら指定の取消しを受け、⼜は当該処分の日から起算して 2 年を経過しない者 

③ 三好市建設業者等指名停止等措置要綱に基づく指名停止の対象となっている者 

④ 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3 年法律第 77 号)第 2 条

第 2 号に規定する暴力団をいう。以下同じ。) 

⑤ 暴力団⼜はその構成員(暴力団の構成団体の構成員を含む。)若しくは暴力団の構成員で

なくなった日から 5 年を経過しない者(以下「暴力団の構成員等」という。)の統制の下

にある団体 

⑥ 商法(明治 32 年法律第 48 号)に基づく会社整理の申立て⼜は通告がなされた者及びその

開始命令がされている者 

⑦ 会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法(平成

11 年法律第 225 号)に基づく再生手続開始の申立て⼜は破産法(平成 16 年法律第 225

号)に基づく破産手続開始の申立てがなされた者。ただし、会社更生法に基づく更生手

続開始の申立て⼜は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされている者であっ

ても、更生計画の認可が決定⼜は再生計画の認可の決定が確定した者については、当該

申立てがなされていない者とみなす。 

⑧ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和 22 年法律第 54 号)第 3 条⼜は第

8 条第 1 項第 1 号に違反するものとして、公正取引委員会⼜は関係機関に認定された日

から 2 年を経過しない者 

⑨ 国税及び地方税並びに延滞金等を滞納している者 

⑩ 労働基準法をはじめとする労働関係法令を遵守していない者 

⑪ 役員(法人の監査役及び監事を含む。)のうちに、次のいずれかに該当する者がいる団体 

ア 破産者で復権を得ない者 

イ 禁固刑以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、⼜は刑の執行を受けることがな

くなった日から 2 年を経過しない者 

ウ 暴力団の構成員 

 

４ 参加申込書の作成・提出 

（１）実施要領の配布 

ア 配布期間 令和 8 年 6 月 25 日（木）から令和 8 年 7 月 24 日（金）まで 

※窓口の対応可能時間は、土・日・祝日を除く平日 8:30～17:00。 
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※実施要領は、三好市ホームページからもダウンロードできます。 

イ 配布場所 

三好市企画財政部地方創生推進課 

住所：〒778-8501 徳島県三好市池田町サラダ 1610 番地 1 

電話番号：0883-72-7607  FAX 番号：0883-72-7202 

（２）参加申込書の提出 

参加申込書等の作成及び提出要領は次のとおりとする。 

ア 提出方法  

持参⼜は郵送、宅配便等により担当課へ提出すること。郵送、宅配便等で提出の場合、

表に「池田町州津滝端造成地の売却に係る公募型プロポーザル関係資料在中」と朱書きで

明記すること。 

イ 提出期間 令和 8 年 6 月 26 日（金）から令和 8 年 7 月 24 日（金）まで 

※窓口の対応可能時間は、土・日・祝日を除く平日 8:30～17:00。  

郵送、宅配便等による場合は、上記締切日 17 時までに担当課必着とする。 

ウ 提出先（担当課）  

三好市企画財政部地方創生推進課 

住所：〒778-8501 徳島県三好市池田町サラダ 1610 番地 1  

電話番号：0883-72-7607  FAX 番号：0883-72-7202  

E-mail：chihousouseisuisin@city.tokushima-miyoshi.lg.jp 

エ 提出書類  

① 参加申込書（様式１）  

※共同事業者は構成員の中から代表法人を定め、その者が申し込むこと。 

② 構成員調書（様式１－２） 

※共同事業者のみ提出すること。 

※構成員１法人ごとに１部ずつ提出すること。 

③ 委任状（様式１－３） 

※共同事業者のみ提出すること。 

※代表法人を除く構成員１法人ごとに１部ずつ提出すること。 

④ 誓約書（様式２） 

⑤ 法人の登記事項証明書（発行から３ヶ月以内のもの） 

⑥ 法務局に登録してある法人の印鑑証明書（発行から３ヶ月以内のもの） 

⑦ 納税証明書（発行から３ヶ月以内のもの） 

      a 全ての市税（個人市民税・地方消費税を除く）に未納がない証明 

      b 法人税、消費税及び地方消費税に関する納税証明書  

⑧ 会社の定款の写し 

⑨ 会社案内（企業の概要がわかるパンフレット等） 

⑩ 直近３期分の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、事業報告書（法人事業概況説明

書でも可）） 

⑪ 被保険者縦覧照会回答票（発行から３ヶ月以内のもの） 

   ※共同事業者は、④から⑪までの提出書類は、全ての構成員について提出すること。 
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オ 提出部数  

参加申込書等 正本 1 部、正本の写し 5 部  

上記表①～⑪の順番に並べ左上をクリップ止めし、A4（ISO216 準拠以下同じ）クリア

ファイルに入れて提出すること。 

カ その他 

① 書類に虚偽の記載があった場合は、受付を取り消す。 

② 書類提出後は、追加・修正を⼀切認めず、いかなる理由でも書類は返却しない。 

（３）参加資格の確認  

提出書類等に基づき、参加資格を確認する。 

（４）結果通知 

参加資格の確認結果は、令和 8 年 7 月 31 日（金）までに全ての参加申込書提出者に通知

する。 

（５）辞退について 

参加申込書の提出以降、参加を辞退する場合は、辞退届（様式 5）を提出すること。 

 

５ 現地説明 

（１）現地説明の場所等 

現地説明の場所（物件の所在地） 現地説明の日時 

三好市池田町州津滝端 1262 番地 9 令和 8 年７月 6 日（月）午前 10 時 00 分 

（２）その他  

ア 実施要領を持参すること。 

イ 現地説明への参加は⾃由とするが、参加しない場合でも現地で説明した事項については、

全て了知されたものとみなす。 

ウ 売却物件は、現状のまま引き渡す。立木の伐採、地上・地下工作物等の補修・撤去な 

どは市で行わないので留意すること。 

 

６ 質問書の受付及び回答  

実施要領に関する質問がある場合は、質問書（様式３）により、電子メールにて提出するこ

と。 

（１）受付期間 令和 8 年 6 月 26 日（金）から令和 8 年７月 13 日（月）午後５時まで 

（２）質問書提出先  代表メールアドレス宛 

E-mail：chihousouseisuisin@city.tokushima-miyoshi.lg.jp 

（３）質問に対する回答 

ア 質問に対する回答は、令和 8 年 7 月 17 日（金）までに、随時三好市ホームページ内に

掲載する。個別に回答は行わない。 

イ 回答により実施要領の修正が生じた場合は、実施要領の追加・訂正として取り扱うもの   

とする。企画提案書はこの内容を踏まえて提出すること。  

ウ 質問及び回答は、実施要領に関するものとする。それ以外のものや、単なる意見表明 

と解されるものについては回答しない。 
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７ 企画提案書の作成・提出 

企画提案書の作成及び提出要領は次のとおりとし、４（４）により、参加資格ありと通知さ

れた者のみが行うことができる。 

ア 提出方法  

持参⼜は郵送、宅配便等により担当課へ提出すること。郵送、宅配便等で提出の場合、 

表に「池田町州津滝端造成地の売却に係る公募型プロポーザル関係資料在中」と朱書きで

明記すること。 

イ 提出期間 

令和 8 年８月３日（月）から令和 8 年８月 17 日（月）まで 

※窓口の対応可能時間は、土・日・祝日を除く平日 8:30～17:00。  

郵送、宅配便等による場合は、上記締切日 17 時までに担当課必着とする。 

ウ 提出先（担当課）  

三好市企画財政部地方創生推進課 

住所：〒778-8501 徳島県三好市池田町サラダ 1610 番地 1  

電話番号：0883-72-7607 FAX 番号：0883-72-7202  

E-mail：chihousouseisuisin@city.tokushima-miyoshi.lg.jp 

エ 提出書類（正本１部、副本 5 部）提出） 

① 企画提案書（任意様式） 

企画提案書は、８（２）の評価基準に留意して記載すること。また、「評価内容及

び評価ポイント」欄の①～⑧ごとに分けて簡潔に記載すること。 

② 価格提案書（様式４）（１部） 

買受希望価格は、算用数字を使用し、金額の前に必ず「￥」を付すこと。 

また、金額を訂正した場合は、無効とする。 

提出に当たっては、封入し、封印すること。 

オ 企画提案書提出に当たっての注意事項 

① 書類に虚偽の記載があった場合は、受付を取り消す。 

② 企画提案書の作成に要した費用は、全て企画提案書提出者の負担とする。 

③ 企画提案書の著作権は、企画提案書提出者に帰属する。また、企画提案書について

は、売却候補者を特定するためのみに使用し、提出された企画提案書については返

却しない。 

カ 誤字を除き、企画提案書提出後の提案内容の変更は認めない。 

 

８ 評価及び結果通知 

（１）評価方法 

提出された企画提案書等の内容を総合的に評価し、評価点が最も高かった者を売却候補 

者として特定する。提出された企画提案書等書類による評価とし、プレゼンテーション及び

ヒアリングは実施しない。 

   評価点が最も高かった者の買受希望面積が２（１）の地積に満たない場合は、次に評価点

が高かった者と残りの土地の売却について協議する。 

企画提案書提出者が⼀者でも評価を行うものとし、企画提案書提出者数に関係なく売却 
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候補者なしとする場合もある。 

（２）評価基準 

ア 企画提案書等の評価項目及び配点は次表のとおりとし、１００点満点で評価する。 

イ 経営状況、資金計画及び提案内容に関する評価を８０点、買受希望価格に関する評価を

２０点とする。 

ウ 評価点が最も高い者が複数あった場合は、買受希望価格が高い者を売却候補者とする。 

エ 評価点については、各評価者が評価・採点し、全評価者の経営状況、資金計画及び提案

内容に関する評価の合計値を評価者数で除した値（小数点以下を切り捨て）に買受希望価

格に関する評価の値を加えたものとする。 

（表）企画提案書等の評価項目及び配点 

評価項目 評価内容及び評価ポイント 配点 配点 

経営状況 ①経営状況 5 

80 

資金計画 ②投資計画の信頼性 5 

提案内容 

③土地の有効活用 10 

④進出理由、事業計画の妥当性 10 

⑤事業内容及び事業スケジュール 10 

⑥雇用計画 10 

⑦地域貢献 10 

⑧市内経済への波及効果 20 

買受希望価格に関する評価 

買受希望価格から有効面積の評価を 100％と

し、地役権面積 80％，法面面積 5％として割

り戻した有効面積の評価価格（以下、「評価価

格」という。）を基準に算出する。 

 

20 点×（(評価価格 － 最低評価価格) ÷ (最高

評価価格 － 最低評価価格)） 

※小数点以下切り捨て 

※地役権面積と法面面積の評価割合は評価点

算出を目的とした割合で、実際の評価割合を

⽰したものではありません。 

20 20 

（４）無効及び失格 

ア 次による場合は、無効とする。 

① 参加資格のない者が企画提案書を提出した場合 

② 参加申し込みを行わなかった者が企画提案書を提出した場合 

③ 売却最低価格を下回る買受希望価格の提案をした場合 

④  価格提案書（様式４）に所定の記名押印がない提案の場合 

イ 経営状況、資金計画及び提案内容に関する評価の得点が４８点未満の場合は、失格とす

る。 

（５）評価結果（売却候補者の特定） 

評価結果については、令和 8 年８月下旬までに、書面にて通知する。 
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９ 売却候補者との協議及び買受事業者との契約の締結 

（１）売却候補者との協議 

三好市と売却候補者が協議し、提案内容や契約内容に関する調整を行った上で、当該売却

物件の買受事業者として内定する。また、売却候補者との協議の結果、売買契約を締結しな

いこととなった場合には、次に評価点が高かった者と協議する。 

（２）契約 

買受事業者として内定した者とは、令和 8 年 9 月下旬を目途に売買契約を締結する。ただ

し、売却面積が 5,000 ㎡以上の場合は市議会の議決を要するため、9 月下旬に「仮契約」を

締結した上で、令和 8 年 12 月の市議会議決後に本契約の締結となる予定です。また、契約

の締結及び履行に関して必要な費用（本市が保管する契約書に貼付する収入印紙代を含む）

は、すべて買受事業者の負担とする。 

（３）契約金額 

   「⼀括取得」の場合は買受希望価格を契約金額とするが、「分割取得」の場合は調整後の

面積に買受単価を乗じた額とする。 

※小数点以下切り捨て 

（４）契約保証金 

  ア 売買契約締結と同時に、売買代金の１００分の１０以上に相当する額を納入すること。 

  イ 契約保証金は、売買代金の⼀部に充当する。 

  ウ 売買代金の支払いが行われず、契約が解除された場合、契約保証金の返還は行わない。 

（５）契約に付す条件 

売買物件については、売買契約書において次の制限を付す。 

ア 買受事業者は、売買物件の引渡しを受けてから３年以内に操業を開始するとともに、操

業開始から１０年を経過するまで（以下、「指定期間」という。）企画提案を行った事業を

継続すること。 

イ 買受事業者は、指定期間、市の承認を得ずに、売買物件の所有権を第三者に移転し、⼜

は同物件に権利を設定してはならない。  

ウ 買受事業者は、指定期間、売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する 

法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定

する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用途に供してはならない。 

エ 買受事業者は、売買物件を暴力団事務所、その他住民に著しく不安を与える施設の用 

途に供してはならない。 

オ 市は、指定期間、随時に売買物件の使用状況等について実地調査をし、買受事業者に報

告を求めることができる。買受事業者は、調査を拒み若しくは妨げ、⼜は報告を怠っては

ならない。 

カ 買受事業者は、上記アからオまでの条件に違反した場合、市の定める金額を違約金とし

て市に支払わなければならない。 

キ その他、買受地の整備に関して隣地の利用に影響を与える可能性がある場合にはその都

度市と協議を行うこと。 

ク 企画提案書の内容と売買物件の土地利用が著しく異なる場合及び上記アからエまでの条

件に違反した場合は市が買い戻すことがある。 
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10 売買代金の支払い、土地の引き渡し及び所有権移転登記 

（１）売買代金の支払い 

売買代金は、土地売買契約（本契約）の締結から 30 日以内に支払うこと。 

契約保証金は、売買代金の⼀部に充当するため、差額を市の発行する納入通知書により支

払うこと。 

（２）土地の引き渡し 

売買物件の所有権は、売買代金全額の支払いが完了したときに移転するものとし、売買物

件を現況により引き渡す。 

（３）所有権移転登記 

ア 所有権の移転登記は、売買物件の所有権が移転した後、買受事業者からの請求に基づき

市が行う。請求は、所有権が移転した後１週間以内に行うこと。登記完了後に登記完了証

と登記識別情報通知を送付する。 

イ 所有権移転登記と同時に、買戻しの特約登記（１０年間）を申請する。 

ウ 所有権移転登記に必要な「登録免許税」は、買受事業者の負担となるので、必要となる

金額の収入印紙を届けること。 

エ 買受事業者は、売買物件の所有権移転登記前に、その物件に係る⼀切の権利義務を第三

者に譲渡することはできない。 

 

11 その他注意事項 

（１）売買物件の引渡しは現状のまま行うので、必ず事前に現地を確認すること。 

（２）売買契約締結時から売買物件の引渡しの日までの間において、市の責に帰すことのできな

い理由により、売却物件の滅失、毀損等の損害が生じたときは、その損害は買受事業者の負

担とする。 

（３）買受事業者は、売買契約締結後、売買物件に数量の不足その他隠れた瑕疵のあることを発

見しても、売買代金の減免若しくは損害賠償の請求⼜は契約の解除をすることはできない。 

（４）売買物件の活用に当たっては法令等の規制を必ず遵守すること。 
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12 物件説明書 

所在地 三好市池田町州津滝端 1262 番地 9 

物件の状況  土  地 建  物 

地 積 地 目 形 状 構 造 延床面積 

9,025.11 ㎡ 雑種地 
※別紙 

参考資料参照 

  

間 口 奥 行 

約 117ｍ 約 90m 

接面道路の状況 北側が県道白地州津線（旧国道 32 号）に接面 

法令に基づく制

限等  

都市計画法 都市計画区域 都市計画区域内 

用途地域 指定なし 

建築基準法 建ぺい率 70％ 容積率 200％ 

日影制限 ― 防火地域 ― 

その他 ― 

文化財保護法 ― 

土壌汚染対策法 ― 

その他の法律 ―  
占有物件等に関

する事項 

物件の有無 ○有 ・無 物件の内容 農業集落排水設備（管・

マンホール等） 

農業用水路（令和 8 年度

中に設置予定） 

私道の負担等に

関する事項 

負担の有無 有・○無  負担の内容 ― 

供給処理施設の

状況 

電    気 なし 下水道 なし 

上水道 なし 都市ガス なし 

交通機関 鉄    道 阿波池田駅 約 3.6Km・箸蔵駅 約 1.6Km 

バ     ス 市営バス・東みよし町営バス 

参考事項 ①譲渡物件の土地について 

 ・売却予定地内で分筆が必要な場合は買受事業者で実施してください。 

・売却予定地西側地下に埋設している農業集落排水設備（管・マンホール 

等）及び令和 8 年度中に設置（予定）する 農業用水路を含めて地役権 

を設定します。 

 ・隣接する滝端 1309-1 との境界部分の補強土壁も含めて売却します。 

補強土壁に最長 6ｍの補強材（ストリップ）が 5 段敷設されています。 

②その他 

 物件説明書は、購入検討者が物件の概要を把握するための参考資料ですの

で、必ず購入検討者において、現地及び諸規制について調査確認を行ってく

ださい。  
 


